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【施設整備事業】
　
 えびの市交流物産館施設における物産販売所
の増築及び屋根付休憩広場の新築を行い、
バージョンアップした生産・販売体制を支える施
設環境の充実化を図るもの。

30年度終了後における
重要業績評価指標（KPI）事業実績及び事業費事業内容（個別事業）交付対象事業の名称
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担当課の評価等

①道の駅来
場者数

②物産販売
売上金額

③えびの市特
産品出荷者
協議会への
新規加入者
数

【事業実績】
　
これまでの施設利用実績と今後の社会情勢の変化を
かんがみ、さらなる施設利用の増進を図るために、平
成３０年度において物産販売所「結の市」の拡張整備
等を実施しました。（拡張面積約１５０平方メートル、拡
張率約６０％）
　また、これにあわせて必要な備品を購入しました。
　

【事業費】

■地方創生拠点整備交付金活用分
　総事業費：４２，９５６，２９５円
　≪内訳≫
　〇実施設計業務委託料：２，３７６，０００円
　〇物産販売所増築建築工事費：２４，５６５，１８０円
　〇催し物・休憩広場棟の新築工事費：１４，４５０，１４５円
　〇産廃撤去費：１，５６４，９７０円
　
　うち、交付金：２０，６９５，６６２円
　（交付対象経費の1/2以内）
　≪内訳≫
　〇実施設計業務委託料：１，１８８，０００円
　〇物産販売所増築建築工事費：１２，２８２，５９０円
　〇催し物・休憩広場棟の新築工事費：７，２２５，０７２円

■地方創生推進交付金活用分
　総事業費：１，７１７，２００円
　≪内訳≫
　〇POS管理ソフトウェア（１台）：４７５，２００円
　〇レジスター機器（１台）：７３４，４００円
　〇木製陳列棚作製委託料：５０７，６００円
　
うち、交付金：７１４，３００円　（交付対象経費の1/2以内）

　〇POS管理ソフトウェア（１台）：２３７，６００円
　〇レジスター機器（１台）：３６７，２００円
　〇木製陳列棚作製委託料（５台）：２５３，８００円

終了

　本事業の実施により、利用
者の買い物時や休憩時にお
ける快適性が向上するととも
に、市内農産物等の販売促
進による農林畜産業の経済
活性と新たな雇用の確保に
寄与するものと期待していま
す。

①623,000人

②346,000千円

③0人

①676,830人

②430,000千円

③21人

「えびの市交流物産館発
“めぐみ・めぐる”」バージョ
ンアップ計画事業

（地方創生拠点整備交付
金及び地方創生推進交付
金を活用）

外部有識者の評価・意見

【評価】
終了

【意見】
キャッシュレス化に向けた取
組が必要である。

担当課の今後の方針

　道の駅開館以降、ハード面
の課題として挙げられていた
物産販売や駐車場のスペー
ス不足については、令和元
年度に実施予定の駐車場舗
装工事を以て、クリアするも
のと捉えています。
　今後は、課題テーマをソフ
ト面にシフトし、サービスの向
上を図って参りたいと考えて
います。

【サービス向上における課
題】
①利用者
　・品揃えの安定性
　・商品情報の充実化
　・キャッシュレス化

②出荷者
　・出荷者協議会役員会の
充実
　・インセンティブ制度
　・セミナー又は研修会の開
催

③従業員
　・従業員数の確保
　・勤務体系の見直し
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【アウトドアシティ推進事業】

　アドバイザリー業務として、アウトドアアクティ
ビティに関する知見や業務知識、人脈を有する
専門人材（団体）に対し、ビジターセンター等の
運営に関する各種アドバイスを受けるとともに、
イベント実施等を委託することで、アウトドア拠
点施設としての雰囲気を醸成し、集客につなげ
る。
　また、定期的なアウトドアイベントの開催、都
市部への積極的な情報発信等を行うとともに、
アクティビティの受付や紹介、アウトドア用品の
レンタル、関連商品の販売等を行う業務を委託
することで、円滑な運営を行い、集客につなげ、
ひいては市内観光業者等へ効果を波及させる
もの。

【事業実績】
　
1.アドバイザリー業務
　本市の持つ自然環境等をアウトドアアクティビティに
活用し、新たな誘客に繋げるため、アクティビティの開
発やガイドのできる人材・団体の発掘及び育成、その
拠点づくりを行いました。
　①8/11　霧島山モンテフェス視察調査
　　多くの方が来場するための会場レイアウトやコンテ
　　ンツ等に対する改善策を提案。
　②8/12　クラフトワークショップ研修
　　低年齢でも楽しめる10～30分程度のクラフト実施。
　　アウトドアビジターセンター職員のみでも自主開催
　　できるような技術の提供。
　③8/13　ＳＵＰルート調査
　　川内川流域で、SUP体験ができる楽しみやすいエリ
　　アとアプローチポイントを確認。
　④10/7～8　MEAT CAMP 2018
　　46組170名申込あり。台風のため予定より1日延期
　　したにも関わらず、19組69名が参加。
　⑤11/16　矢岳高原ハイクルート調査
　　西川北エリアから矢岳高原への登山ルートの有用
　　性と安全性を調査。
　⑥2/17　NATURE CRAFT WORK SHOP in 八幡丘
　　八幡丘公園で5歳以上を対象とした竹クラフトを実
　　施。子ども17名・大人15名・計32名が参加。飯野高
　　校生もプレーパーク事前研修としてサポート。
　⑦8/9売り9月号　イベント募集告知記事掲載
　⑧9/9売り10月号　イベント募集告知記事掲載
　⑨11/9売り12月号　イベント報告記事
　⑩3/9売り4月号　イベント報告記事

2.アウトドアビジターセンター管理業務
　アウトドアビジターセンターの入館者数は、案内所機
能及びカフェ機能を通して地域内外に発信し年間6,042
人で、このうちアクティビティ利用者数は、421人の実績
となりました。アウトドアコンテンツや体験商品を創るた
めには、各種団体とのネットワークが必要ですが、アウ
トドアアクティビティ利用者が少ない現状にも苦慮して
います。

【事業費】

　総事業費：２４，８７６，０００円
　≪内訳≫
1.アドバイザー業務委託料：１４，９６８，８００円
　〇イベント経費：５，８００，０００円
　〇誌面記事掲載：４，２００，０００円
　〇諸経費：４，９６８，８００円
2.アウトドアビジターセンター指定管理業務
　〇指定管理業務：９，９０７，２００円

　うち、交付金：１２，４３８，０００円
　（交付対象経費の1/2以内）
1.アドバイザー業務
　〇イベント経費：２，９００，０００円
　〇誌面記事掲載：２，１００，０００円
　〇諸経費：２，４８４，０００円
2.アウトドアビジターセンター指定管理業務
　〇指定管理業務：４，９５３，６００円
　

①アウトドア・
アクテビティ
利用者数

②ビジターセ
ンターにおけ
る物品等売上
額

③道の駅えび
の売上高増
加分

　
　平成30年度終了後におけ
るＫＰＩにおいては、目標を達
成し一定の成果は得られた
と考えます。
　アウトドアシティえびの構想
の推進にあたっては、市民を
巻き込みながら市全体のイ
メージとして認知させること
が重要であると考察します。
　また、指定管理者において
は、アウトドアグッズ販売等
関連業務の企画運営に遅れ
がみられるので、本市のビ
ジョンを明確に伝え、施設活
用を図れるようにする必要が
あると考えます。
　さらに、各種団体との連携
によるネットワークの構築、
アウトドアビジターセンターで
のアウトドア用品販売やアウ
トドア体験メニューの開発促
進を行うことで、様々なアク
ティビティ活動の普及・展開
を図り、本市のアウトドブラン
ディングの確立につなげ、
「アウトドア拠点施設」と「道
の駅えびの」の相乗効果に
よる交流人口拡大と観光を
通じた地域経済の活性化を
目指します。

2

アウトドアシティえびの推
進事業

（地方創生推進交付金を
活用）

現状のま
ま継続

①100人

②2,500千円

③30,000千円

①421人

②3,858千円

③42,145千円

【評価】
現状のまま継続

【意見】
観光スポットなどはストー
リー性が重用である。矢岳
の巨石文化などを調査して
はどうか。

　
　地域再生計画における事
業実施計画では、平成32年
（令和2年）3月31日までを計
画期間として数値目標を掲
げて地方創生の実現におけ
る課題解決を図ることとし平
成31年度末までの指定期間
における債務負担行為を設
定しています。
　また、自然の中でのアウト
ドア活動は、子供たちの生き
る力の育成にもつながり、高
齢者においては、登山活動
が健康に貢献する可能性も
報告されています。
　さらに、災害時には、アウト
ドア用品やアウトドア体験が
役立つ実証結果も出ている
ことから、アウトドア観光ビジ
ネスは、地域経済の活性化
の一つの手段となり得ると考
察します。
　今後は、平成30年度に策
定した「自転車を活用したま
ちづくり基本方針」を踏まえ、
アドバイザリー業務委託事業
による専門人材の助言等を
踏まえながら、サイクルツー
リズムの推進強化に努める
とともに、その他アクティビ
ティ団体との連携を強化し資
源の結びつけやストーリー開
発による市民や観光客の満
足度向上を図る予定です。
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①創業数

②移住世帯
数

③空き施設利
用件数

①　10件

②　10件

③　8件

① 14件

② 7件

③ 7件

【起業家誘致育成事業】
　
　インキュベーション施設である「えびの市起業
支援センター」にマネージャーを配置し、起業希
望者等への創業支援や経営相談を行うととも
に、宮崎県産業支援機構やえびの市商工会等
と連携し、各種セミナーおよび創業スクールの
開催、企業間のマッチングや販路拡大につなげ
るための取り組みを展開するもの。
　また、「えびの市起業支援センター」のPRを図
るため、Webサイトにてセンターの活用事例等の
紹介や新たな起業家の募集等を行うもの。

【事業実績】

　平成30年度については入居者数6企業使用オフィス
数9部屋があり、マネージャーによる経営相談や創業
支援等の相談は年間590件の実績でした。またえびの
市商工会や金融機関等との合同イベントを含むセミ
ナー開催は16回、参加者は295名（市内206名、市外89
名）と多くの参加者にインキュベーション施設をPRでき
ました。
　創業数も14件あり、そのうちの4社が空き家店舗を活
用し事業を行うこととなりました。また販路開拓や事業
継承にも積極的に取組み、継続した支援事業を行うこ
とができました。

【事業費】
　総事業費：１６，８３４，９７３円
　≪内訳≫
■経費
　〇手当等：４９９，２００円
　〇共済費：１，２５３，８８２円
　〇賃　 金：７，４５４，８４０円
　〇報償費：３４１，８００円
　〇旅   費：１８８，７００円
　〇需用費：１，００９，６０７円
　〇役務費：１８６，６１１円
　〇委託料：１，９１７，３１６円
　〇使用料及び賃借料：３，６１４，７４４円
　〇備品購入費：２８７，０６４円
　〇負担金、補助及び交付金：８，０００円
　〇公課費：５０，０００円
　〇工事請負費：２３，２０９円
　
　うち、交付金：７，９０２，３６５円
　（交付対象経費の1/2以内）
　〇手当等：０円
　〇共済費：６２６，９４１円
　〇賃　 金：３，７２７，４２０円
　〇報償費：１７０，９００円
　〇旅   費：９４，３５０円
　〇需用費：４２１，２４５円
　〇役務費：９１，４７９円
　〇委託料：９５８，６５８円
　〇使用料及び賃借料：１，８０７，３７２円
　〇備品購入費：０円
　〇負担金、補助及び交付金：４，０００円
　〇公課費：０円
　〇工事請負費：０円

≪参考≫
■収入
　〇市補助金：１６，０２２，１８０円
　〇施設利用料：６，０９５円
　〇共益費：７９３，０００円
　〇雑   入：１３，６９８円
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多様な働き方ができる産
業・育成事業
（地方創生推進交付金を
活用）

　
　事業の成果としてはKPIの
実績値として①については
指標を上回ることができ、認
知度も少しづつではあるが
広まっています。
　また、②の移住世帯数と③
の空き施設利用件数につい
ても昨年より増えており順調
に成果が出ていると思われ
ます。
　当事業の課題としては新規
入居者が少なく、入居外の
相談や支援が多くなってきて
いるのが現状であるため、セ
ミナー等の実施や商工会等
の連携強化により、施設の
認知度の向上を更に図りま
す。
　また、今後もよろず支援拠
点や他自治体との広範囲に
よる起業家育成支援事業の
強化、宮崎大学や飯野高等
学校の教育機関と「若い世
代への起業への興味関心の
向上」を図る連携事業の展
開、金融機関等との共同イ
ベント開催、創業相談や専門
家を講師として開催するセミ
ナーの周知エリアを市外・県
外へ拡大、といった産学官金
との事業連携強化や事業範
囲の広域化を行います。

Ａ：現状の
まま継続

【評価】
現状のまま継続

【意見】
募集やPRを幅広く行うこと
が重要である。

　今後も全国エリアを対象と
して、地方起業に関する周知
を行うと同時に、優秀な起業
志望者など人材の誘致を継
続し行います。
　また、近隣市町や関係団体
とも連携し事業のPRや起業
家の掘り起こしを行います。
　新たな事業として、「若い世
代への起業への興味関心の
向上」を図る連携事業、起業
家育成プログラムとして市内
外の若年層を中心に魅力あ
るセミナーを実施することに
よりＰＲ強化を図ります。
　施設の認知度向上により、
市外からの利用者数増加が
見込まる。結果として移住者
数の増加や更なる創業者数
増加へ結びつけられ、将来
を見据えた際に空き店舗を
利用した創業や店舗の展開
へと繋げられると考えます。
そのために、県内外問わず
関係機関との事業連携を行
い、更なる起業家支援事業
の強化や事業活動の広域
化、地元事業者への積極的
な支援による認知度の向上
を図ります。


